
施策評価シート（平成２１年度の振り返り、総括） 平成 22 年 6 月 28 日

施策Ｎｏ． 施策名

主管課名 主管課長名

関係課名

　

２）行政の役割　（町がやるべきこと、都道府県がやるべきこと、国がやるべきこと）
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260 250③職員数（普通会計） 人 322
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⑤経常収支比率にお
ける人件費率

成果指標の
把握方法と
算定式等

①②町民アンケート調査で把握
③２４０／職員数
④は定員管理調査の数値
⑤決算数値から把握

④類似団体平均値と
の差

施策の目的
【意図】

①効率的で効果的な行政サービ
スの提供

成果指標名

４１（旧４１＋42） 効率的で効果的な行政サービスの実現
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施策の目的
【対象】

④所属数

施策成果向
上にむけた
住民と行政と
の役割分担

１）住民の役割　（住民が自助でやるべきこと、地域やコミュニティが共助でやるべきこと、行政と協働でやるべきこと）

成果指標設
定の考え方

①②効果的なサービスが提供できているかは「窓口対応への満足度」「手続きにかかる時間に対する満足度」
を指標とした。
③④効率的な行政サービスができているかの指標として、定員目標の達成率と類似団体平均値との差を見
た。
定員目標は２４０人体制への達成度を測定。類似団体平均値は普通会計（消防・警察を除）職員数の比較
⑤人員数でなく人件費での効率性を表す指標として「経常収支比率における人件費率」を用いた。行政コスト
に占める人件費の割合をみる。

％

①窓口対応に満足し
ている町民の割合
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①今後町民に主体となってしてもらう事を明確にし、説明責任を果たす。
②事業やサービスの取捨選択と改善を実施する。
③少人数で効果的なサービスが提供できる組織・体制をつくる。

①今後町で出来なくなる行政サービスについて理解してもらう。
②町・県・国の役割と住民の役割について理解してもらう。
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１）現状の成果水準と時系列比較　（現状の水準は？以前からみて成果は向上したのか、低下したのか、その要因は？）

２）他団体との比較　（近隣市町、県・国の平均と比べて成果水準は高いのか低いのか、その背景・要因は？）

３）住民の期待水準との比較　（住民の期待よりも高い水準なのか　同程度なのか、低いのか）、その他の特徴は？２１年度の
評価結果

２．施策の成果実績に対してのこれまでの主な取り組み（事務事業）の総括

１）１８年度から実施している早期勧奨退職制度で勧奨した職員のほぼ１００％の職員が退職した。昨年度は１５
人退職したうち、勧奨退職者は１３人であった。
２）２１年度に「すべては町民のために」というテーマの人材育成基本方針を策定し、職員説明会を実施し、行
政サービスの意識を高めた。
３）子育て健康課を新設し、子育て施策の窓口を一本化した。この結果、教育委員会と本庁で分かれていた窓
口が一本化されてわかりやすくなり、ワンストップサービスが実現した。また、保健師と保育園・幼稚園の情報交
換ができるようになり、サービスの向上につながっている。

３．施策の課題認識と改革改善の方向

１）給与体系の見直し
２）社会保障制度の変更による共済負担額の上昇
３）支所の職員数が減ったこともあり、業務を見直すとともに、支所サービスの範囲縮減を町民に理解してもらう
努力が必要である。
４）接遇研修や電話対応研修等に職員を派遣するなど、職員の接遇能力向上を図る。

①窓口サービスの満足度は７０．９％と昨年度より４．２ポイント上昇した。地区別では月夜野地区が２．２ポイン
ト上がり、水上、新治は約２ポイント低下している。
②手続き時間が長いと感じている人は、５２．４％と昨年度より５．９ポイント増加した。地区別では新治地区は３
ポイント増加している。
窓口の対応は良くなったが、申請手続き等については時間がかかると認識している町民が多いことが伺える。
不満を感じている人のうち、７０％は不親切さ、対応の遅さは３９％であった。「親切さ」が窓口の満足度に大きく
影響している。
③定員目標の達成率は７７．７％であり、ほぼ行革行動指針の定員計画どおり進んでいる。
④類似団体平均との比較では、平均よりも１１３人多い水準であった。昨年度より１１人減少した。（この類似団
体比較は人口規模でのみの類似団体比較である。）
⑤経常収支比率における人件費率は、１８年２４．８％、１９年２２．５％、２０年２４％、２１年２２．９％と推移してい
る。１９年に2ポイント低下したのは、１８、１９年に職員の賞与カットを行ったことが要因である。２０年以降はもと
に戻している。また、21年に1.1ポイント低下したのは、人事院勧告の賞与カットが要因であると考える。

経常収支比率における人件費は、前橋市３０．３、桐生市３１．８、明和町３１．７、県平均２８．０、町村平均２６．
２に比較しても低い水準にある。県内では上野村１０．５、吉岡町２０．４などに次いで県内で４番目に低い。投
入した事業費に対して人件費が低く抑えられているといえる。給食センターなど事業の委託化が他団体に比べ
て進展している。

①住民の満足度は高まったが、未だ約３割の町民が窓口サービスに不満を持っている。
②議会から町民に対する職員の対応がよくない場面が見受けられたとの指摘があった。

１．施策の成果水準とその背景・要因


